
   Ⅶ　県　　債� （単位　百万円）

区　　　　　　 分
平成 29 年度
予 算 案

平成 28 年度
予 算 額

比 　 較

増　減　額 増　減　率

⑴	 公　 共　 事　 業　 債 20，227 20，766 △� 539 △� 2．6

	 （ 特 別 分 ） （  8，986） （  9，226） （△� 240） （△� 2．6）

⑵	 一 般 単 独 事 業 債  3，619 10，624 △� 7，005 △� 65．9

⑶	 上 水 道 事 業 債  　440  　501 △� 61 △� 12．2 

⑷	 災 害 復 旧 事 業 債      683      859 △� 176 △� 20．5

⑸	 臨時道路河川整備債  1，403  1，381 22   　 1．6

⑹	 退 職 手 当 債     −  2，200 △� 2，200 皆 減

	 （ 特 別 分 ） （        −） （  2，200） （△� 2，200） （ 皆 減 ）

⑺	 臨 時 財 政 対 策 債 28，000 27，000 1，000 　　     3．7

	 （ 特 別 分 ）   （28，000）   （27，000） （� 1，000） （� 3．7）

計   54，372   63，331 △� 8，959 △� 14．1

	 （ 特 別 分 ） （36，986） （38，426） （△� 1，440） （△� 3．7）

（注）特別分は、地方財源の不足に対処するための建設地方債及び臨時財政対策債（赤字地方債）並び

に退職手当債を示すもので、内書きである。
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